
法人課税の実効税率の日米比較 

 
○政府税制調査会（財務省）の「実効税率」 ⇒ 国及び地方の法人課税の税率を組み合わせた総合的な税率水準 
                        

       日本           アメリカ 
国税     ２７．３７％         ３１．９１％ 

     地方税     １３．５０％          ８．８４％（カリフォルニア州） 
計     ４０．８７％         ４０．７５％ 

  
法人税率：３０．０％         法人税率：             ３５％ 

事業税率： ９．６％         州税率の例：カリフォルニア州  ８．８４％ 

住民税率：法人税額                ニューヨーク州    ７．５％ 

×１７．３％                     ＋付加税（税額の１７％） 

  更に、ニューヨーク市では８．８５％ 

コネチカット州    ７．５％ 

                                             ワシントン州     非課税 

 

 
 
○経済産業大臣（経済産業省）の「実効税率」 ⇒ 日米それぞれ１０社の企業の連結財務諸表上の＜法人税等／税引前 

当期純利益＞の平均値 
 

日本企業           アメリカ企業 
４７．１％           ３３．６％ 

            「１３．５％の格差」 
（注）日本企業は１３年３月期、アメリカ企業は２０００年１２月決算等 



（留意点） 
 
（１）経済産業省の「実効税率」は、個別企業の特定事業年度の実際の活動結果を反映した事後的な「税負担水準」
であり、 
  ① 企業会計上の「利益」と税務会計上の「所得」には相違があり、企業の投資や財務行動等により、各事業
年度の当該「実効税率」は大幅に変動すること、 

  ② 税率が低い外国や地方（州）での活動が大きければ、当該「実効税率」は低くなること、 
  等に留意する必要がある。 
 
（２）連結納税制度の影響（アメリカは、連結納税制度を導入しているが、日本は未だ導入されておらず、日本企
業の経済産業省の「実効税率」は、アメリカより高い可能性） 

 
 日本企業 アメリカ企業 
連結納税 未導入 導入済 
「実効税率」 
税額 
利益 

 

 
（黒字企業の税額の単純合計） 
（黒字と赤字を通算） 

 
（黒字と赤字を通算した利益に対する税額） 

（同左） 

 
 

 
 



 
日本企業 ⇒ 連結財務諸表ベース、連結納税制度未導入  米国企業 ⇒ 連結財務諸表ベース、連結納税制度導入 

 
「実効税率」Ｂ＝                   「実効税率」Ｂ＝ 
税額（連結納税制度未導入なため黒字企業の税額の合計）  税額（連結納税制度のため黒字と赤字を通算した利益に課税） 
利益（連結財務諸表で黒字と赤字を通算）        利益（連結財務諸表で黒字と赤字を通算） 

 


